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I． はじめに
　平成 24年度末における外国人登録者数は 203万 8,159人で日本の総人口の 1.6％を占め，平成 24年度の国
際結婚数は 2万 3,657組で全婚姻数の約 3.5％（国立社会保障・人口問題研究所　2013）を占めるなど，日本
は多文化家族が普通に暮らす社会となっている．日本は移民受入国として世界第 22位に位置しており（United 
Nations　2012），近年日系人労働者の家族呼び寄せや結婚の増加，滞在の長期化（門・三本松　2006）といっ
た情勢のなかで，彼らが抱える多様かつ複雑な福祉課題が顕在化してきた．特に，1990年後半のいわゆるリ
ーマンショックにおける日系人労働者の大量解雇，2005年から 2006年にかけて文部科学省が行った外国籍不
就学児童の調査（文部科学省　2009年），そして 2000年代以降に行われた，専門職団体や自治体における多
文化ソーシャルワーカーの養成研修（日本社会福祉士会　2012）は，外国人が定住傾向にあり家族を持つよう
になったことに伴い，外国人の子育て家庭においても母子保健，教育，社会的養護等様々な場面で深刻，かつ
多様な形で福祉問題が発現していることを示した．
　多文化子育て家庭は，経済的脆弱性や言葉の壁，子どもの教育問題，DV問題等を抱えることによる社会的
孤立と心理的・社会的ストレスを経験しやすい（南野ら　2010）ことに加え，労働環境や地域の支援体制とい
った社会環境の影響も受ける．ゆえに，多文化子育て家庭に対する支援を検討する際には，その時代や社会状
況において生じている実態，そしてその実態をめぐる知見を多面的に捉えていく必要がある．そのプロセスを
経ることで，日本において整備，あるいは強化すべき支援を見出すことができると思われる．その視点に立ち，
本研究は多文化背景をもつ子育て家庭の現状と支援をめぐる近年の研究動向を概観する．
　本研究では，親の両方，あるいはいずれかが外国籍，あるいは自身の国籍は日本だが親は外国で生まれ育っ
ているといった，外国に何らかのルーツをもつ家族成員で構成される，子どもが満 18歳未満の家庭を対象と
して，彼らを「多文化子育て家庭」と称する．
II．研究方法・結果
１．研究方法
　「外国人」「多文化」「異文化」「移民」「エスニック・マイノリティ」「家族」「子ども」「児童」「福祉」「支援」
「ソーシャルワーク」「援助」等の語にて論文を抽出した．その他、省庁の発行する統計及び自治体の調査報告
書を収集し，多文化子育て家庭をめぐる現状と課題，支援のあり方に関する計 80文献を概観した．近年生じ
ている問題を主たる対象として検討するという視点から，文献の対象を 2003年以降に出版されたものとした．
本研究は倫理的配慮に基づき文献を扱いつつ引用，参考を行った．
２．結果
１）多文化子育て家庭の脆弱性をめぐる実態
　多文化子育て家庭が深刻な福祉課題を抱えがちである事を，いくつかのデータが示している．平成 23年度
の生活保護受給者に占める外国人世帯数は月別平均では 45,855世帯（厚生労働省　2014b），国際結婚の離婚
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における外国人の割合は約 6.6％（厚生労働省　2014a）で，母子生活支援施設の新規入所者 11.9％を外国人が占め
る等（厚生労働省　2013a），いずれも日本人の構成比よりも高い．外国人家族は貧困のリスク要素を有してい
る（三本松　2011）上に，日本における児童の貧困･教育問題や虐待等の問題の影響も受ける（山口　2011）．
児童相談所に寄せられる相談にも外国人家族のケースが含まれ，田中（2010）は多文化背景に配慮した支援体
制整備の必要性を喚起する．しかし，児童虐待問題が注目される近年でも，多文化子育て家庭の養護問題につ
いては馬場（2012）による多言語に対応する体制の必要性，そして尾崎（2013）による支援者育成や指針の作
成の提言等に留まり，多文化家族の生活背景と養護問題の関係や、彼らに対する有効な支援に関する研究は緒
についたばかりである．
２）多文化家庭の子育て・子育ちをめぐる問題
　国際結婚のうち妻が外国人の割合は 73％で，国際結婚家庭の主たる養育者が外国人である事を意味する．
外国人母親は異国での出産・子育てで，文化やコミュニケーションの齟齬による葛藤を経験し（歌川ら　
2008），様々なストレスにさらされる．外国人母親は，帝王切開や疼痛緩和，栄養摂取等分娩にまつわる文化
や医療システムの違いに戸惑いを感じ（高橋ら　2007；鶴岡　2008），妊婦健診等公的サービスへのアクセス
の少なさが周産期リスクを高めているとも指摘される（平野　2003）．保健師もまた母子保健での外国人支援
で困った経験を有している（橋本ら　2010）． 
　保育においては，外国人保護者は保育園行事，子どもの日本語や日本文化の習得，保育者の保護者への接し
方等の資質に対して高く評価しているが（上野ら　2008），しつけや行事についての理解に困難を感じたり（南
野　2013），あるいは保育者から子ども扱いを受けたり，早口での対応や話をゆっくり聞いて貰えなかったり
した等，不当な扱いを受けたと感じる経験があることも示された（堀田　2008）．保育園も，特に在日期間が
浅く比較的年齢が高い子どもの受入においてコミュニケーションに難しさを感じている（久富　2004）等，保
育場面で苦慮することがあるようである．横浜市での言語別の保護者会，掲示の多言語化，自助グループの開
催等は日本人の母親が外国の子育てを学び，地域の国際化につながる意義もあるものの，ママの会等利用者の
満足度は高いが参加者数が伸び悩む事業もあり，外国人の母親に対するアウトリーチの必要性が示唆される（川
田　2012）． 
　多文化子育て家庭の深刻な悩みが，子どもの教育問題である．教育分野での問題は，適応，言語能力，アイ
デンティティ，学力，母語保持等多岐にわたる（于　2008）．子どもがおかれた状況の違いが，これらをさら
に多様なものにしている．
　親は外国人だが日本で生まれた子どもは，母国文化や母語によって育てられ，日本の学校に入学後は日本語
により日本文化に基づく教育を受ける．彼らは，日常会話が出来ても十分な日本語能力を持つことはできず（イ
シカワ　2010），母語，日本語それぞれが不十分な発達の状態である「ダブルリミテッド」となる．ダブルリ
ミテッドの子どもは日本で生まれ育つゆえに日本人と同等に扱われ，問題視されにくい（坪田　2012）．一方，
ダブルリミテッドとは別に，親からの呼び寄せにより来日した子どもである「1.5世代」の問題も指摘される．
1.5世代の子どもは，文化基盤が母国で日本語が第 2外国語となるゆえの困難はあるものの，日本語が話せな
い子どもとして処遇される点で，ダブルリミテッドよりは問題が認識されやすい．しかし，母国の学校では優
秀でも日本では学習困難を経験したり，適応の問題が発達障害と間違われたり（矢野　2011）する．矢野はフ
ィリピン人児童を例に，彼らが英語をアドバンテージとすることでセルフエスティームを向上させ，多文化に
育った者ならではのオリジナリティをもつことができるのではないかという展望を示す．しかし先行研究から
は，子どもたちの多くは学齢期より学習困難と言葉の壁による人間関係形成の苦労を重ねながら思春期に入り，
葛藤を深める姿が浮き彫りになっている．
　児島（2008）は，親の労働環境に起因する移動の繰り返しが，日系ブラジル人の子どもの学校からの離脱や
対人関係構築の意欲減退を促すとともに，就学における支援制度の不備，情報欠如や進路相談での支援不足等，
学校の体制にも影響を与えると指摘する．学校や家庭は彼らを学校に引き止める力を十分にもたず，子ども達
は学校を離脱後就労しても製造業等に就くことが多い．ブラジルに帰国後はブラジル人としてみなされ，社会
適応が期待されるが，日本との教育システムや理念のギャップ，親の不安定就労の影響を受ける等，諸々の困
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難にさらされる．鍛冶（2007）は中国人生徒の例で渡日時期，具体的には就学前の来日や中学生時の来日等が，
児童の教育年数や学校への不適応・非行行動に影響を与えることを示しており，家族の社会経済的環境や在留
資格も，子どもの教育問題に影響を及ぼしている（関口　2007）．
　こうした課題に直面しつつ，子ども達の多くが母国文化と日本文化の習得困難，そしてアイデンティティの
確立困難を経験しながら成長する．日本の学校の同化圧力や異文化への不寛容さも一因となり，エスニックコ
ミュニティに吸収されたり，準拠集団を求めて非行グループの一員となったりして，地域で問題が顕在化する
ケースも生じる（中谷ら　2006）．外国人非行少年は，貧困率や最終学歴が中学卒の割合，そして犯行理由が
困窮を背景とするものの割合が高く (法務総合研究所　2012），多文化子育て家庭に育つ子どもが周縁化する
実態がある．しかし，外国人非行少年の背景に着目した分析や処遇，再発防止等に関する研究はほとんどなさ
れていない．
　三田村ら（2010）は外国人保護者を対象とした調査により，親は授業システムやいじめ等学校に関する問題，
そして日本語の問題と母国語や母文化の伝達に不安を抱えていることを示している．また，子どもが親より先
に日本に適応したケースでは，親の支援者役を担う構造が形成された結果，親が子どもに依存したり，子ども
が親を下位にみなして言うことを聞かなくなったりする（国際移住機関（IOM）　2008）等，親子関係の力動
変化や摩擦が生まれる．つまり，子どもが日本社会に適応することが，一方では家族成員間の軋轢や子どもの
アイデンティティ形成困難をも生む．
３）結婚移住女性が抱える家族問題
　日本人の夫と結婚して来日した外国籍女性、いわゆる結婚移住女性が母親として子育てを担う場合，子育て
における脆弱性を抱える．結婚移住女性とは，一般には日本人男性との国際結婚により日本に移住した外国人
女性を指し，最も多いのは中国人（41.7％）で，フィリピン人（20.5％），韓国人（17.5％），タイ人（6.5％）
と続く（厚生労働省　2013b）．
　1985年頃に急増した農村部の国際結婚は，1980年代に過疎化対策として自治体が仲立ちを業者とともに行
い（嘉本　2009），その後徳島，秋田，新潟などが続いた．しかし 1990年に，オーストラリアでの国際結婚で
フィリピン人女性の DV被害が問題となり，フィリピン政府が結婚紹介などを禁止したことで，日本の結婚仲
介業者は韓国，中国，ベトナムの女性を紹介するようになり，1990年代以降は主に仲介業者があっせんを行
っている（佐竹　2009）．
　中国人の場合，日本人との国際結婚は農村出身者，都市部でのリストラ女性など低所得層が多い．一方，日
本人男性も日本人女性との結婚が困難な低所得層，農村部の男性が多い．仲介業者は，男性が上位に立てるよ
うな表現を多用し，「よく仕える」女性像が刷り込まれる．先進国男性と途上国女性との支配関係，中国にお
ける農村女性，離婚女性，都市部のリストラ女性への蔑視，日本での同化圧力，農家の嫁の強制などが中国人
女性を周縁化させる構造になっている（賽漢　2009）．つまり，家族を形成した時点で女性は社会的不利を抱
えており，当然子育てにも，その影響が及んでくる．
　フィリピンの場合は，1981年代に短期の興行ビザによる日本への出稼ぎという経路ができた（武田　2005）
ことで来日女性が増加し，2003年から 2004年は年間 8万人を超えた．フィリピンやタイ出身の移住女性は，
貧困の脱却が移住労働の要因であること，移住先国でもてなしや優しさなど「女性らしさ」が期待される就労
経験をしていたこと，そしてその後日本に定住するようになると貧困の再生産や，出身国に残してきた子ども
の呼び寄せによって家族統合を図るなどの共通点がある（齋藤　パタヤ・ルアンケーオ　2011）．
　こうした厳しい状況の中で，彼女らは結婚，出産，子育てを経験していくことになる．初瀬（2009）は，家
庭生活での日本文化の強要，家族扶養の拒否や DV，そして離婚にからむ問題として在留資格による離婚の自
由がない，あるいはビザ更新拒否といった人権侵害が行われていると指摘する．また，カラカサン（2013）の
調査によれば，フィリピン人女性は結婚後有職から無職・パートへの移行率が高い．これは経済的自立を困難
にさせ，夫や近親家族への依存を強化することを意味する．外国人母子世帯の受給者の 45.4％をフィリピン人
が占め，フィリピン人の生活保護受給世帯の 74％を母子世帯が占めるという事実は，国際結婚移住女性のウ
ェル・ビーイングを保障する環境となっておらず，女性と貧困の視点からの分析も重要となる． 
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４）多文化子育て家庭への支援
①支援の背景
　保護者は子育ての悩みや問題に対し，どのように対処してきたのか．フィリピン人の母親を対象とした調査
では，母親のストレスは日本人よりも常に高い訳ではないが，あきらめたり我慢したりすることで対処しており（濱
村ら　2004），自ら声を上げる傾向は弱い．外国人母親は，同国人の夫や友人等，母国コミュニティのインフ
ォーマルサポートに支えられ，その存在如何によって精神的健康度も左右される傾向がある（今村ら　2004；
鶴岡　2008）．母親は，複合的問題を抱えて地域社会から孤立する中では，夫や家族へ強く依存している（ユ
ン　2004）が，その構造は本来社会資源として整備されるべき通訳等を家族が担う状況や，夫婦関係における
被抑圧関係とが相互的に影響を与えている事が示唆される．
　さらに，中国人留学生は中国在住の親族に子どもを預けるケースも一般的である（鄭　2006）など，国毎の
事情の違いも窺える．地域における外国人受入時の生活支援体制，夫や姑の関係もその後の社会参加や適応に
おいて重要であり（南　2010），こうした個別的な状況も踏まえて母親のストレスや子育て問題を理解する必
要性が示唆される．
　外国人への支援のあり方については，言語支援，法整備，コミュニティワーク，そして専門職配置の重要性
等，多分野にわたり提言されてきた．言語支援では，書き言葉の習得困難を踏まえ（衣川　2003），情報の多
言語化，通訳の整備（長坂ら　2011）による言語権の保障の重要性が示され（富谷ら　2009)，子育て家庭へ
の支援でも同様の点が指摘される（武田　2007）．移住女性の社会参加においては，来日初期段階の日本語教
育が重要だが（内海ら　2010），自治体の支援体制は地域差が激しく（田村　2009；橋本ら　2010），ネットワー
クが不十分である等の課題がある（永田　2007）．法整備及び専門職配置については， 韓国の「結婚移民者家族
の社会統合支援対策（2006年）」「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012 年）」及び多文化家族支援セン
ターにおける韓国語教育や適応促進プログラムが紹介され（呉　2011），日本も韓国のような施策化（金　
2011），コーディネーター（杉浦　2009；原　2009）やソーシャルワーカーの配置，あるいは社会福祉協議会
や市民団体，国際交流協会等におけるコミュニティワーカー配置が提言される（ユン　2004；国際移住機関（IOM）
　2008）．しかし，日本社会の異文化受容態度（安達　2008）や単一民族志向（加山　2005）は，多文化家族
の問題解決を阻む一因であり，移民庁（塚田ら　2010），あるいは多文化共生庁といった枠組みを構築するこ
とによる解決の重要性（川村　2004），さらに大学教育や現任訓練における学習の重要性も指摘される（平田
　2009；添田　2012）．
②多文化子育て家庭へのソーシャルワーク実践
　ソーシャルワークの在り方については，多くは援助実践に携わる研究者により提言されてきた．藤本（2013）
は，多文化ソーシャルワーカーの養成を先進的に行ってきた愛知県における，ブラジル人コミュニティ支援に
みられる地域共生の取組みを紹介するほか，田中（2010）は児童相談所での支援事例，原（2009）は川崎ふれ
あい館の活動にみられる官民及び教育機関の協働による多文化共生ネットワークの形成例，そして李（2004）
はＮＰＯによるＤＶ被害外国人女性への支援実践例などを挙げつつ，地域における多文化に配慮したソーシャ
ルワーク実践の重要性を指摘する．朴（2011）は，韓国の多文化家族支援センターによる訪問教育（言語，児
童養育支援，妊娠・出産支援サービス等）を，ソーシャルインクルージョンの視点に基づいたサービスとして
紹介している．武田（2013）は，子どもたちが写真を撮り物語を加えていく「フォトボイス」を用いた実践を
基に，子ども達が思いを表現する場を保証することにより，彼らをエンパワーすることが出来るとしている．
森（2009）は，難民女性への支援において特にエンパワメント・アプローチの視点の意義に着目するほか，寺
田（2009）はＤＶ被害女性に対してはＤＶ被害者支援や外国人としての文化的配慮に加え，文化的差異が生む
就労困難を踏まえた生活再建への支援の必要性を示す．また，結婚移住女性への支援については，中間組織で
あるＮＧＯやＮＰＯの存在，そしてエスニックグループが重要な役割を果たしていると指摘される（斎藤　パ
タヤ　2011）．
　多文化ソーシャルワークの理論化については，石河（2003）が 2000年前半より「エスニック・センシティブ・
プラクティス」，クライエント・ワーカー関係の臨床的特色や文化的特色に対する配慮を重視した「クロスカ
ルチャルプラクティス」，被差別者としての経験をもつ個人，家族やコミュニティとの援助関係を築く技術で
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ある「マイノリティ・ソーシャルワーク」等，多文化ソーシャルワークの理念やアプローチの整理を行ってき
た．武田（2009），寺田（2006）らも「インテグレーション」「ソーシャル・インクルージョン」，「ノーマライ
ゼーション」「共生」等を多文化ソーシャルワークの基盤に位置づけ，「文化的多様性のソーシャルワーク」「エ
スニック・センシティブ実践」「マイノリティ・ソーシャルワーク」「エンパワメント・アプローチ」「ストレ
ングス・パースペクティブ」等を実践上有用な理念として整理しているが，多文化子育て家庭に対するソーシ
ャルワーク理論についての研究は，前述の田中，武田の研究はあるもののその数は稀少である．
　研究方法については，地域住民や行政，支援団体，企業等が地域の固有性を踏まえた問題解決のアクション
プランの作成と実施を行うプロセスを経て，地域の問題解決力や組織連携のメカニズムを構築する「アクショ
ンリサーチ」，そして協働によるエンパワメントである「参加型リサーチ」等が提唱される（武田　2004；国
際移住機関（IOM）　2008）．しかし，理論や研究方法に関する文献は数が限定されている現状においては，教
育，母子保健といった，子育てに関連する各分野で生じている問題に適した研究方法が確立されるには至って
いない． 
Ⅲ．考察
１．多文化子育て家庭が抱える課題
　多文化子育て家庭をめぐる困難は，外国人全般に共通する背景に加え，さらに大きく分けて 3つの問題，①
子どもの発達段階に応じて生じる親の役割遂行困難②ジェンダーの影響を受ける女性の自立困難③多文化家族
特有の社会経済的脆弱性，が複合的に重なりを持ちながら生じていると捉えられる（図１）．
図 1．多文化子育て家庭の子育て困難に関連する問題
筆者作成
　①について，子育ては地域と接点を持ち，社会資源を活用しながら行う行為であるといえる．外国人の保護
者は，子どもがいなかったときには自国文化の文脈やネットワークで対処できたかもしれない生活課題を，日
本のシステムや文化の中で対処せざるを得なくなる．また，子どもの成長に伴い多文化子育て家庭が直面する
課題は，乳幼児期では母親の出産や子育てをめぐるストレス，就学後は子どもの学習やクラスへの適応困難，
そして思春期では子どものアイデンティティ確立困難等，変化をもたらす．しかし，多文化家庭であることで
地域とのつながりが乏しかったり，社会資源やネットワークを必要とする時期にも関わらず，アクセスが困難
だったりすることがあれば，親，子どものライフステージにおいて，社会的，心理的な困難を引き起こしやす
くなるだろう．②の母親に対するジェンダーの影響について， 研究の多くは課題を抱える当事者を母親と捉え
ている．実際日本は，母親が出産・子育て，そして地域社会や学校との関わり役を担うのが実情である．その
役割を果たすことは，例え日本人であっても時に母親にとって簡単ではないことは，多くの子育て支援関連の
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研究により指摘されるところであり，当然外国人の母親にも当てはまる．そこでさらに，外国人ゆえに地域ネ
ットワークからの孤立を経験する場合，夫や同胞の友人，母国家族との間に強い絆や依存関係を形成するのは
自然な流れともいえるのではないか．また，結婚移住女性と日本人男性に関する文献に指摘されるように，男
性，あるいは日本文化が支配的な関係の中で生活をしているとするならば，母親が家族内外から十分なサポー
トを得ながら子育てを行うことができているとは考えにくい．多文化子育て家庭の子育て困難を，単に文化的
の違いのみならず，日本における母親の役割の在り方，男女間の性的役割意識や日本とアジア圏との文化的，
社会的力関係の影響を理解したうえで支援を検討することが求められる． 
　さらに， ③の家族の社会経済的脆弱性においては， 言葉の壁，外国人の労働構造，日本の制度不備や排他意
識等，子育て家庭に限らず，外国人がおかれている環境も多文化子育て家庭の子育て問題にも影響を与える．
外国人労働者は厳しい労働環境に身をおいて健康問題を抱えやすく（伊藤　2011），日本語学習機会（門ら　
2007）やコミュニティの資源の活用を行いづらい（岩野ら　2004）という事情は，家族の社会的孤立，そして
子育て課題を引きおこす原因ともなっている．
　このほか，文献からは家族の出身国背景や家族がおかれた状況の違いが，異なる子育て問題を形成している
ことが認識された．例えば，日系ブラジル人の研究からは親の厳しい労働環境や就労に起因する移動の多さが
子どもの学習や適応に負の影響を与えており，親に対する労働者としての権利保障の支援や子どもの言語学習
支援の重要性が示唆された．一方で，ダブルリミテッドや 1.5世代等，子どもの来日経緯の相違が学校への適
応やアイデンティティ形成困難等の問題の違いを生んでいるほか，フィリピン人やタイ人など東南アジア出身
の国際結婚移住女性と日本人男性との家庭ではＤＶ，離婚，困窮といった深刻な福祉問題が複合的に存在する
現実があった．このような，個々の家族の来日背景の違いとそれがもたらす問題の違いについて理解すること
も，多文化子育て家庭への支援を検討する上で重要であろう．
２．多文化子育て家庭へのソーシャルワーク
　外国人支援をめぐる研究の多くは，多言語体制整備やコーディネーターやソーシャルワーカーの配置を通じ
た多文化共生環境づくり，当事者の社会参加や声をあげる場の提供によるエンパワメント，そして外国人ゆえ
の固有な不利に対する個別的ソーシャルワークの重要性に言及している．これらは，石河や武田，寺田らが整
理した多文化ソーシャルワークにおける援助モデルのいずれかというよりも，マイノリティゆえに直面する社
会的剥奪や不利の解決という点に焦点をあてている．エンパワメントについては，地域における実践事例に基
づいた研究により，具体的な方法や効果，課題について知見を得ることができる．しかし，多文化子育て家庭
が被りやすい深刻な福祉問題である，児童虐待やドメスティックバイオレンスに関する研究の蓄積は多くはな
い．米国では，移民背景や民族的属性の違いと虐待のパターンやリスク要因，貧困特性等子どもの不利との関
係に関する比較研究が行われて（Dettlaff & llze Earrer　2012；Joo　2013）おり，こうした個別的問題に踏み込
んだ研究の蓄積が求められる． 
　さらに，外国人集住地域における地域コミュニティ環境の課題と，散住している家族やＤＶ被害を受けた外
国人女性等，地域や家族の中で排除されがちな人々が地域でおかれる状況や課題は異なり，そうした研究の蓄
積が，様々な困難に身をおく多文化子育て家庭に対する有効なソーシャルワークの実践方法を導き出すことに
繋がるのであろう．
　彼らへのソーシャルワーク実践として，当事者と共に地域の問題解決力の形成や組織的な連携を構築するア
クションリサーチは，子育て支援機関が間に立ちながら「親」という枠組みで集う場を活用し，彼らの社会参
加やエンパワメントを促進することも可能であろう．ただ，外国人の散住地域ゆえに社会資源の整備が遅れて
いる等，外国人や地域の日本人コミュニティが協働できる体制に無い場合，自治体主導による実施に至るまで
の支援や調整が不可欠となる．また，生活困窮，教育問題，ＤＶ等を複合的に抱えているような外国人母親や
子どもは，コミュニティでの協働や参加は容易ではない．ゆえに，そうした人々特有の困難や心理に配慮した
方法を検討することが求められる．
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Ⅳ．おわりに
　世界における労働者の国際移動，そして国内の人口構造の変化と共に，さらなる多文化家族支援体制の構築
が日本における喫緊の課題である．本研究は，先行研究や統計の検討を通して，親の労働環境に起因する多文
化子育て家庭特有の社会経済的な脆弱性が子育てにも影響を与えていること，子育ての主な担い手である母親
がジェンダーに起因する不利を経験することも，子育て困難の発現とつながりをもつこと，そして子育て・子
育ちにおける課題は，子どもが成長するに従い，それぞれの発達段階で形を変えながら発現することを指摘し
た．現状では，子育て問題に対して，こうしたジェンダー，社会経済的な状況の変化，そして子どもの発達段
階との関連は十分に分析されているとはいえない．今後は，外国籍女性，特に結婚移住女性の悩みや困難を社
会階層や，ジェンダーの問題を孕む課題として捉えつつ検討を重ねることで，多文化子育て家庭に特有の問題
構造の解明，そして支援のあり方を探求したい．
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